













































































































































































































あるＨの訴訟代理人を務めているという事実は、Ａの仲裁人 しての公正性又は独立性に疑いを生じさせるおそれのある事実（仲裁法一八条四項及び規則二八条四項）に該当する 解する余地が 。 」　
しかしながら、 「①ＡはＫのシンガポールオフィスに所属する弁護士 あるのに対し、 Ｂはサンフランシスコに所














の中で、Ｋ所属の弁護士が、将来 仲裁事件に関係し 案件において、本件仲裁事件の当事者及び／又はその関連会社に助言し又はそれら 代理する可能性があることを明らかにした上、Ａ自身は、本件仲裁事件の係属中、このような職務 関与
そママ
情報を与えられることはなく、このような職務が、本件仲裁事件の仲裁人としての
独立性及び公正性に影響を与えることはないと考えている旨の見解を表 しているところ Ｘら これに対して何ら異議を述べなかったものであって、上記 ような事態が生じ得ること（Ａが本件仲裁事件の仲裁人に選任された後、 Ｋに所属する他の弁護士が本件仲裁事件に関係しない案件において
Ｙ
1の関連会社の訴訟代理人を務めること）



















となる事実は、忌避事由（仲裁法一八条一項）そのものよりも広い範囲の事実が含まれると解するのが相当である。本件利益相反事由は、…Ｘらの立場からすれば Ａを忌避するかどうかを判断するための重要な事実といえるから、これが、開示義務の対象となることは明らかである。また、…（ＡとＢが）勤務するオフィスの所在国が異なるとか、本件仲裁と本件クラスアクション それぞれ当事者が異なり、また、事案の同一性も関連性もないといってみても により上記疑いがなく も ではない。 」　
「仲裁人は、仲裁手続の進行中、開示義務の対象となる事実の発生時期 いかんを問わず、開示していない事実





その対象となる事実は、将来、生起する可能性のある抽象的、かつ、潜在的な事実ではなく、現実に発生し、又は発生し得る具体的に特定可能な事実でなければならず、そうでなければ 当事者は、その開示 事実が忌避事由に該当するかどうかを適切に判断することが き いというべきである。そして、Ａは、本件表明書において「Ｋの弁護士は、将来、本件仲裁に関係し い案件において、本件仲裁の当事者及び／又はその関連会社に助言し又はそれらを代理する可能性があります。 」と標記してい が これは、将来、生起する可能性 ある抽象的、かつ、潜在的な利益相反を表明しているものに ぎず、これにより、現実 発生した本件利益相反事由を開示した はならないから、本件利益相反事由は「既 開示し 」とはいえない。 」　
「本件利益相反事由は、Ｘらの立場からすれば Ａを忌避するかどうか 判断 ための重要な事実であるにも




その不開示は決して軽微な瑕疵といい難いものであるから、本件開示義務違反が重大な仲裁手続保障違反でないとまではいえない。また、Ｘらは、本件仲裁の手続中に本件利益相反事由を知らされていないから、仲裁手続及び仲裁人の公正に疑問をもつこともなく に応じ、本件仲裁判断 受けたのであるから、仮に、その手続中に忌避申立てをせず、審理終了時には が「とてもフェアである」と述べ たとしても、そのようなＸらの行為によって本件開示義務違反という手続上の瑕疵が治癒されることにはならない。そして、本件開示義務違反は、重大な手続上の瑕疵というべきであるから、それ自体 、たとえ、本件仲裁判断の結論に直接影響を及ぼすことがないとしても、仲裁法四四条一項六号の取消事由に該当するというべきである。 」　
「上記の通り、本件開示義務違反は、重大な手続上の瑕疵というべきであるから、仲裁手続及び仲裁判断の公正

















法一八条四 の事実を認識している場合にこれを開示すべき義務を負うことは明らかである。そして、上記のような法一八条四項の趣旨に加え、同項は開示すべき事実を仲裁人が認識しているものに限定していないことに照らせば、仲裁には、当事者に対し、法一八条四項の事実の有無に関 る合理的な範疇の調査 より通常判明し得るものをも開示すべき義務を負うというべきである。　
また、同項は、仲裁人が法一八条四項の事実を開示すべき義務を負う時期につき「仲裁手続の進行中」とす の
みで他に限定をしていない上、 「既に開示したもの」 のみを開示すべき事実から除外しているにとどまることからすれば、仲裁人は、仲裁手続が終了するまでの間、当事者から 要求の有無にかかわらず、同義務を負う いうべきである。　
したがって、仲裁人が、当事者に対して法一八条四項の事実を開示しなかったことについて、同項所定の開示す
べき義務に違反したというためには、仲裁手続が終了するまでの間に、仲裁人が当該事実を認識していたか、仲裁人が合理的な範囲の調査を行 こと よって当該事実が通常判明 得たことが必 であると解するのが相当である。 」　
「原審までに提出された資料に照らしても、本件 判断がされるまでにＡが本件 実を認識していたか否かは
明らかではない。また、Ｋにおいて本件事実が認識されて たか否かや、Ｋにおい 、所属 る弁護士の間 利益
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は、レッド・リストに挙げられた事実は開示されなければならない事実 と考えられている。なぜなら、このような事実を認識した合理的な第三者であれば、客観的に見て仲裁人または仲裁人候補者と一方の当事者との間に利益相反が存在すると て、仲裁人の不偏また 独立 疑問 抱くと考えられるからであ 。　
オレンジ・リストに挙げられた事由は、個別具体的な事情の下において、仲裁人の不偏または独立についての正














された事情の境界線はしばしば不明確であり、特定の事情があるリストではなく別のリストに載っているべきであるか否かは議論されうるとする。たとえばリストには「重大な」といった外縁を定め得ない規範を含んで し、また時間的な制約についても、あ 事情については長すぎたり、別の事情において 短すぎることはありうると述べられている。 お、開示義務や忌避権の放棄の範囲について、何 か 客観的な基準によるべきであるか、あいは当事者の主観 基準 よるべきで るかという問題 も、主観的な基準が絶対的なものであるべきではなく、何 か 客 的な限界が追加されるべきであるとの判断を支持したとされている。　
このリストによれば、たとえば仲裁人と一方当事者が雇用関係にある、仲裁人または仲裁人が所属する法律事務






















































が本件事実を開示しなかったことが開示義務違反にあた としても、それによる瑕疵は軽微であると判断した。これに対して抗告審は、仲裁法一八条四項の開示義務は、仲裁人を忌避するかどうかの判断資料を当事者に提供するためのものであるから、開示義務の対象 なる事実は、現実に発生し、または発生しう 具体的な事実でなければならないとし、これに対して本件表明書は、将来生起する可能性のある抽象的かつ潜在的な利益相反 表明 ているにすぎ で をもっ 同項の「既 開示した」ことにはならないと判示した。最高裁も、当事者が具体的な事実に基づ て忌避の申立てを的確に行い、仲裁人の忌避制度 実効性を担保しようとした仲 法一八条四項の趣旨を述べて、原決定を支持している。　
開示義務は当事者に忌避申立ての判断資料を提供するために規定されているところ、将来の利益相反の可能性が










































































時には存在しなかった開示すべき事実が、事情の変化によって手続係属中に生じ 可能性は十分に考えられる。仲裁法一八条四項が仲裁手続の進行中におけ 開示義務を認めているのは、このような 情を考慮したものと考えられる。本件 おいて最高 も、仲裁法一八条四項が開示義務を負う時期について「仲裁手続の進行中」とするのみで他に限定をして らず、 「既に し もの」のみを開示すべき から除外していることから、仲裁人は、仲裁手続が終了するまでの間、同義務を負う 判示している。抗告審も同様に、仲裁手続終了まで調査義務・開示義務があると判断している。　
それでは仲裁手続の進行中のどのタイミングで調査を行えば、 合理的な調査が行われたと評価されるのだろうか。






















なければならないとすると、仲裁人の負担は大きくなると考えられる。だからといって、仲裁手続開始の時と仲裁判断の直前に行えば十分かというと、本件のように仲裁人の選任か 仲裁判断まで三年かかっているような場合には、手続係属中 も開示すべき事実が生起している可能性があり、これ は開示されるべきだと考えられる。　
何をもって合理的な調査であるのか判断するのは難しい。仲裁の具体的な手続は事件毎に大きく異なると考えら













































































相当な理由」 （仲裁一八条一項二号）を認めることができるかという疑問は考えられる。そもそも仲裁人が知らないものを開示するのは困難であるし、仲裁人が当該事実を知らなかったからといって、仲裁手続の基礎となっている仲裁人と当事者間の信頼関係が崩れるとは考えにくいからである。しかしながら、当事者か 開示義務違反が主張されるときには、当事者はすでに開示されるべき事実の存在を知っていると考え れ いくら 人が当該事実の存在を知らなかった場合 あっても、それが当事者の要請に基づく調査を実施しなかったことに起因するのであれば、当該仲裁人は当事者から見て不誠実であり、公正さを疑う 相当な理由があ ら る。　
ところで、仲裁人が適切な調査を実施しなかったが、同時に開示すべき事実も存在しなかった場合に、 法一







































































































































反であるとして、取消事由になると解することは可能である。最も厳格な立場 は、開示義務違反は常に仲裁法四四条一項六号の取消事由に該当し、仲裁判断は取り消される になる。また、仲裁判断の取消手続において 忌避事由に相当す 事実が取消事由に該当するかは一つの考慮要素になると考えられる。実際 第一審でも控訴審でも、本件事実が忌避事由に該当するか否かが多少なりとも考慮 ている。そうすると 忌避制度を実質化するために設けられた開示義務についても、そ 違反 取消事由に該当すると解す 余地はあ 。　
他方で、開示義務の対象となる事実は広範に及び、その中には仲裁人が一方当事者の顧問弁護士を務めていると
いった、それ自体が忌避事由に該当するようなも から、仲裁人と同じ法律事務所 所属する別の弁護士が三年前に一度だけ一方当事者に対して仲裁事件とは全く別 事件について法的な助言を提供したこ があると った、仲
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人を選任するとの合意があった場合に、仲裁人が三年前に一方の当事者の関連会社に一度だけ有償で法的な助言を与えたことがあ が、 それ以降は当該関連会社 もまた当該当事者とも関係をもったこと ないという事実があり、これが開示されなかったとする。この事実は開示義務 対象にはなりう もの 、直接に忌避 当たるとは限らない。しかしながら当事者間の合意によれば当該仲裁人は解任の対象になるはず 人物であり、当該開示義務違反の事実が仲裁判断に大きな影響を与えたとして仲裁判断が取り消される可能性がある。ただこの場合には、開示義務違反というよりは、当事者の合意に反し 仲裁人による 手続 実施 たこ を って 手続上の重大な瑕疵と評価される可能性がある。　
では当事者間の合意ではなく、 一方の当事者が同様の意図を有していたにすぎないという場合ではどうだろうか。








合にまで取消しを認めることには問題があるように思う。当該仲裁人は、当事者が忌避の範囲を広く考えていることを知らないのであるから、当事者の意図に合わせて幅広い情報を提示するのは困難である。このような場合に仲裁人の開示義務違反をもって仲裁判断を取り消すことができるのか疑問である。もしこのような場合に取消しが認められるなら、当事者は、自分には仲裁人の独立性 少しでも疑いがある場合には別 仲裁人によ 予定であったことを主張すれば 仲裁判断の取消決定を得ることができ、これまでの仲裁手続が無駄になる可能性もある。　
また、たしかに仲裁人の開示義務は、忌避申立てにかかる判断材料を前もって当事者に提供し、忌避制度を実質













































法で定められた開示義務は当事者に忌避権行使の前提となる情報を提供するためのものである点を重視して、本件事実についても開示義務の範囲に含まれるとした。また仲裁は仲裁人または仲裁廷と当事者との間の信頼を基礎にして成立して ることから、仲裁人 は、開示すべき事実の有無を調査する義務がある した。　
開示義務違反の仲裁判断取消事由該当性について、最高裁の立場は明らかでないが、第一審・第二審ともに、仲





















































































































































1（） 号三四頁〔中村達也発言、三木浩一発言、近藤昌昭発言〕 、三木＝山本・前掲注 （
1（） 一六〇頁、豊田・
前掲注 （


































































1（） 三四頁〔出井直樹発言〕 、三木＝山本・前掲注 （
1（） 一六四頁〔出井直樹発言〕 、豊田・前掲注 （
1（） 一一頁、
日下部・前掲注 （
































































森下・前掲注 （３） 三一六頁。内藤＝鈴木・前掲注 （３） 四三頁は、法律事務所が、一般に依頼者の関連会社の状況も含めてコ











































































1（） 二一三頁〔貝瀬幸雄〕 、三木＝山本・前掲注 （
1（） 一六七頁〔近藤昌昭発言、山本和彦発言〕 、小島＝













1（） 二一三頁〔貝瀬幸雄〕 、小島＝高桑・前掲注 （
（（） 一三三頁〔森勇〕 、日下部・前掲注 （
1（） 六六頁、小
















1（） 一六七頁〔山本発言〕 、日下部・前掲注 （
1（） 六〇頁、山本＝山田・前掲注 （５） 三三六頁。
（
（（）　





1（） 二六三頁（重大な法令違反） 、小島＝猪股・前掲注 （８） 二二二頁（仲裁廷の構成に法令違反） 。なお小島＝
高桑・前掲注 （
（（） 一一三頁〔森勇〕も、開示義務違反が取消事由になる理由として、忌避事由に当たる事実の存在を知ってい







中村達也「仲裁判断取消しの裁量棄却について」立命館法学三六三・三六四号一七二三頁 二〇一五年） 、中村・前掲注 （３）
一六二八頁。
（






（1） 一八七頁〔吉村徳重〕 、谷口ほか・前掲注 （
（0） 七一五頁〔青山善充〕 、斎藤ほか・前掲注 （７） 五四七



















1（） 一六七頁〔三木浩一発言〕 、日下部・前掲注 （
1（） 六〇頁、小島＝猪股・前掲注 （８） 二二二頁、山本
＝山田・前掲注 （５） 三三六 。
（
（（）　
芳賀・前掲注 （２） 六〇頁、浜辺・前掲注 （３） 三頁。
（
（（）　
そうではなく、開示義務違反に基づく仲裁判断取消決定が後の損害賠償請求訴訟において法律上の影響を及ぼすのであれ
ば、仲裁人には取消手続において自己の開示義務違反について争う機会が与えられるべきである。
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四一
